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学校統廃合と人ロ問題

若林 敬子

1 ．　 は じめ に

　教育政策 の 観点か ら口本の 将来を展望 しよ う とす る時， まず注 目しな けれ ばな ら

な い の は ， 著 し く変容 をみ せ て い る人 口構造の 変動 ，
い わ ゆ る少子超高齢 ・人 口急

減社会の 到来 で あ る 。

　 こ の 現象 は ， 既 に 日本の教 育 シ ス テム 全 体に大 き なイ ン パ ク トを与 えて お り， 改

めて 人 口 問題 と教育政策 との 緊密 な関係 を浮彫 りに してい る 。
い うまで もな く， 人

口構造 は社会構造及び社会的諸関係の 基盤 に あ っ て ， その 動向は産 業
・
経済 を は じ

め社会生活全般 の あ り方 に影 響 を及 ぼす が
，

と りわ け福祉 ・ 社会保障 と と もに教育

の あ り方 に深 く関係 し重 要な意味 を もっ て い る 。

　戦後 日本で ， 人 口構造 の変容 に伴 っ て 教育政策上 の対応が必 要 とな っ たの は， 第

一
次 ・二 次ベ ビ ーブーム

， 及 び過疎 ・ 過密化 の 進行の 際で あ っ た。 これ らの 現象 は ，

どち らか とい えば短 期 的で あ り， 教育上 の 問題 は ， 学校
・
学級 の 新増設 （学区分

離）， 学校の 統合 ， 臨時定員増 とい っ た比較的単純 な政策 的対応 に よ っ て処 理 され

た 。 と こ ろが その 後近 年に至 る少子 超高齢化 の 場合 ，
こ れ まで の 例 に 比べ て ， これ

を促す 要因 は ， 現代社会 の構造 ， さ らに現代文 明の 特質 に 深 く根 ざす もの で あ り，

その 教育 へ の 影響 は よ り複雑 ， よ り深刻で ， しか も長期 にわ た る と考 えられ る。 少

子超高齢 に伴 う教育政策上 の課題 は ， 福祉 ・ 労働問題 と もか らみ あ っ て
， 複合的で

多元 的で あ り ， 単純 に は解決で きない だ ろ う。

　 そ れで は以 下 ， 少子超 高齢化 ・ 人口 減少社会 の 到来の 中で ， 就学教育人 口 の 推移
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と予測 ， 戦後地域開発政策 ， 市町村含併の 中で の小 ・中学校の 学区とコ ミ ュ ニ テ ィ

との 関連 ， 過疎化か らさ らに は近年 の 通学区域制度 の 弾力化を ひ きが ね とした学校

統廃合に つ い て も記 した い
。

2
， 就学人 q の 推移 と将来人 口 携計

　合計特殊 出生 率 （TFR ），

一人 の女 子 が生 涯何人 の 子供 を生む か の数値が注 目され

るが
，
2005年は 1．26 〈2006年は 1．32）まで 落ち込 んだ。1966年の 丙午 （ひ の え うま〉

に 1．58とな り， 1989年 に これ を下回 っ て
“
1．57シ ョ ッ ク

”

とい う語が広 く世 に知 ら

れた が
， その 後 も歯止め が きか ぬ 出生 率低下が 続 い て い る 。 親 世代 か ら子世代 へ の

人 口 置換えが一対一
の 均衡水準を維持す るには ，

TFR は2．08前後 の水準が必要で あ

るか ら， 日本の 出生 率は既 に1974年に 置換水準 を割 り込ん で 32年が経過 。 人 口の も

つ
“
モ メ ン タ ム 〈構性）

”
の 特牲 に よ り入日 絶対滅社会 に入 っ た のが よ うや く2005年

の こ とで あ っ た 。

　 この 少子化の 要鶴が ， 晩婚化 ・ 未婚率の 上昇 に つ い で
， 夫婦 あた りの 完結出生 毘

数 に 影響 を与 え る子 を生 み 控 え る最大 の 要因 は ， 子供 の教育費 用 が か か りす ぎ， か

っ 進学な ど子育 て に 気疲れ す る と い っ た教育上 の問題が 深 くか か わ っ て い る こ とが

指摘 さ れ て い る
｛V

。

　 こ うして 我が 国の 総人 口 は ， 2005隼の 1億2777万人 か ら2050年に9515万人 へ と縮

小 ， 2055年 は8993万入 へ と人 口急減社会が 続 く と圉立社会保障 ・人 口 問題飜究所 は

2006年 12月推計 を公表 。 65歳以上 高齢者比率は2005年の 20．2％か ら2050年 に は 39．6

％ （2055年鶴 、5％）とか け昇 り， 15歳 牽満の 年少人 口羅 綱 13．8％か ら8．6％ （同8．4

％） へ と先細 る 。

　 この 鬆鑑計で 小掌校入学年齢 の 6歳 ， 中学校入学年齢の 12歳 ， 高校入 学年齢の 15

歳 ， 大学入学年齢 の 18歳の 各人 口 の推移 と予測 （出生 中位 ・死 亡 中位 に よる） を確

認 して み よ う。 （表 1参照 ）

　出生 人 rllの減少 は ， 必 然タ イム ・ラグをお い て 就学年齢人口 を釐撃 し ， 縮小 さ せ

る 。 もち ろ ん保育 ・ 幼稚園 さ らに は義務教育で はな い 高校 ・大学に も影響 し， そ の

淘汰 と生 き残 顔をか けた学生争奪戦 が 展開 し ，
こ れ に やぶ れた 学校 は定員舗 れ と な

り， 募集 を停止 ・廃校 の途 を歩む こ とに な る。

　高校全入制 を求 め る住民運勳 ， 学部 の 新増設化 ， 短大 か ら 4 年綱へ と大学の大衆

化 ・進学率上 昇 と15　．18歳人 口 の 増大 に苦慮 した の は戦後高度経済成長下の 頃で あ

っ た 。
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表 1 就学年齢人 ロ の 推移 と予測 （単位 1
，
 0 人 ）
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出所 ：国 立 社 会保 障 ・人 口 問 題 研 究 所 　2006年 12月 中位 推 計 よ り
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　さて 戦後第一
次ベ ビー ブーム をうけて ， 6 歳人 口 は1953〜 57年に は 200万人 を超

す 。 第二 次ベ ビ ーブーム は 1978〜 80年にや っ て くるが ， 1972年 の 6歳人 口 の落ち込

み ， 144万人 は ，
い う まで もな く1966年出生の丙午 コ ウ ホ ー トで ある。 2007年に ど う

や ら117万人 を数 える 6 歳人 口 は2050年に53万人 と半減以 下の 予測 とな る 。 10年前の

97年推計で は 87万 人 ，
5 年前の 2C  2年推計で 71万人 で あっ た の が 今回は 53万人 へ と

大 き く下方修正 され た の で ある 。 1955年の ピーク248万 人 を100と す る と実に 21．4，

約 5 分の 1 と驚 くべ き縮小 とな る 。

　 6 年の タイ ム ・ ラグをお い て 中学校入学 の 12歳人 口 ， さ らに 18歳人 口 に 連鎖 して

い くこ とが 図 （略） に す る と鮮明で あ る。 こ の よ うな人 日変動 は施設 として は ハ ー

ド面 の 学校建設 に 責任 を もつ 設置主体 と して の 市町村 に と っ て は財政上即刻の軌道

修正 は難 しい
。 人 口急増地域で の新設 と学区分離 ， 過疎地域で の 学校統廃兪 の 困難

さ ， 加 えて少子 化 に 向けて 全扇 レ ベ ル の 学校や学級規模の 適正 化 をどう考 え て い く

か 。

“

ゆ と り
”

が 即刻質 の 向上 に は 結び つ きに くい
。

　全 国小学校数 で い えば，
195e年に 25

，
878校 （内分校 4，798校）が 2007年 に 22

，
693校

（児童数 7，132， 868人）に ， 中学校数 は同1950年に 14，165校が 2007年に 10
，
955校 （生

徒数 3，614，552入 〉 へ
。 公立小 ・中学校の 1学級 あた り児童 ・生 徒 数は ， 終戦直後の

1948年
“

ス シ詰め
”

期 に は小学校 45．7人 ， 中学校43．5に 人で あっ た の が 1993年に は

小 学校28．7人 ， 中学校 33．4人 ， ピーク 時1956年46．7人 の 5割減 と小規摸化 した 。

　 と りわ け過疎地域で は 1966−97年に 小 ・中学校生 は54−56％が減少，
1学級 あた り

児童数 は 158人か ら97人 へ
， 同生徒数 は 228人か ら141人 へ

， わ ずか 3ユ年の 聞に 38％余

の 大 福減少 とな っ た。空教室で
“

余裕
”

はで きた か も しれ な い が
， 遠距離通学者 は

小学校で 6．6％か ら8．8％ へ
， 中学校で は 12．6％か ら152％ へ と各 増大 し た 。 そ の 後

も
一

層の 厳 し さで 進行中で ある 。 さ らに 2066年度ρ）小学校 i 校あた りの 晃童数 は 314

人 ， 20年前の 86年度 は427人 ，
10年前の 96年度 は331人 。文科省 は小学校 の適正規模

を 12〜 18学級 （480〜 729人 ｝ と し て い る が大 き く下回 る 。 中学校 で は 1校 あた り平

均 330人 ， 小
・
中学校 ともに  6年度に 21年ぶ りに 若干増加した の は ， 小中学校 の 統廃

合が背景 に あ ろ う 。

3
．　学校統廃合政 策の 3 段 階

　戦後 日本の 公立小 ・ 中学校 の学 区 ・学校統廃金の 政策と動向は ， 以下の 3 つ の殺

階 に整 理 で きる 。

　そ の 第 1局面は終戦直後の 「中型学 区」 「組合立学校」の 踏み 台 を経 て 1953年か ら
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の 町村合併政策 ， と りわ けそ の後始末 として の 1956年の 「新市町村建設促進法」を

契機 とした地域再編政策 の もと に 出発す る 。 新市町村へ の編入 統合を 目的と した （特

に 中学校〉文部省の 「学校統合の て ぴき」の 作成が引 き金 とな っ た 。

　第 2 の 局面は
，
1970年の 「過疎地域対策緊急措置法」の もとで ， 過疎化が深刻化

す る農山漁村で 広範に （小学校統合 も含 め）進行 した 。

　 い ずれ の局面 も国庫補助率が危険校舎 の改築 よ りも高か っ た た め に
， 無理 な統合

を誘発 し， 明治以来 の
“

む ら
”

の 学校 ， 地域文化の 拠点とな っ て きた旧村維持 を守

ろ うとする地域住民 と の 問で 各地 に 多 くの反対運動を発生 させ た 。

　つ い に文部省 も1973年 「新 （U タ ーン ）通達」 を出し小規模校の よさ を認 め ， 無

理 な統合をす る な と軌道修正 し ， 補助 率の差 も改め られ た 。 この 新通達 は ， 全国各

地 で 長期化 して い た統廃合反対運動 を再燃 さ せ た 。 筆者が全 国各地 の 同盟体校 な ど

激 しい 反対運 動の 地 を調査 し ま とめ て い た の は この 頃で あ っ た
 

。

　 さ て 第 3 の 局面 は ， 平 成に入 っ て 1990年代 か ら顕在化 し始 め ， 今後将来 に 向 け ，

長期的 ・構造的に しの び よ りつ つ あ る少子超高齢化段落 に お ける 全国的な統合問題

で あ る。

　後述す る都心 の千代田 区で 1992年に 展開された統合反対運動 は ， その 幕開 けで あ

っ た
。 過疎農村で の 第 2 の人 口 過疎化段 階 ； 世帯の 廃絶 と少子化 に よ る子 供人口 の

激減 とが ダプ ル で わが 国の 国土 を浸透 しつ つ あ る 中で ， 今後の 学校統合政策 を ど う

考 えて い くの か 。 人 口 急増期 に 造成 され た ニ ュ
ー

タ ウ ン の 学校 も ， 新世代 へ の 人 口

き りか えが で きえず， 子供世代が親離れ して 流出 し て い っ た 後 に 高齢化が進み ， 統

廃合に直面 して い る 。

　 明治以 来 ， 全 国津々 浦々 ， わが 国の 誇 る べ き知的財産 と して 貴重な社会資本で あ

る学校施設は ， 国民 の 教育水準 の 向上 ， 地域教育社会学的視 点か ら ， 今後 どの よ う

な原則 で 守 り， あ るい は統廃合 して い っ た らよ い の か 。 今後の さ らな る本格的少子

化段 階 ， 人 口急 減社会の 到来 をむ か え ， 学校経営財政効率論の みで な く， 教育施設

の 地域社会の 視点か ら歴史的教訓 を共通認識 し て お か ね ぼな らな い
。

　文 部科学省に よる と1992〜2006年度の 15年間に 公立小学校 2
，
933校 ， 公立 中学校 は

881校， 計 3，814校が廃校に な っ た と い う （表 2 参照 ， なお 参考 まで に高等学校等 の

廃校 は516校〉。 と りわ け2000年度をこ し， 2004年度 にか けて は廃校数が急増 して い

る こ とが顕著で あ る 。 （ちなみ に 1978−87年度の 10年間に は小学校 1
，
115

， 中学校 727
，

計1，842校が 廃校 。 1999年拙著参照）

　な お 後述す る ように ， 東京都 内だ けで は同期 間に 公立小学校 は184校， 公立中学校
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は73校が 廃校 され て い る 。

　財政制度等審議会 （財務雀の 諮問機関）が 2007年 6 月に ま とめた建議 （意見書）

に 「学校規模の最適化」 と題 して ， 公立 小 中学校の 統合推進が 初 め て 盛 り込 まれ た 。

　建議原案に よ る と ， 「全国の公立小学校の 児童数は ピー クの 1981年度に比 べ
， 2006

年度 は 40％減少 して い るが
， 学校数 は 9 ％減 ， 中学校 もピー クの ig86年度に 比 べ

，

生徒数 は 44％減少 して い るが学校数 は 3 ％減 に とどま っ て い る。

一
方 ， 2005年 4 月

に 統合 した全困の 公立小 中学校221校 （統合懿 は 527校〉 に つ い て ， 財務省が 調 べ た

とこ ろ ， 統合に よ り， 教員 の給与な どを含む 学校運営費が 単年度で170億 円削減 さ れ

た 」 と い うの だが 。

　ま た ， 221校 に 児童 ・生徒の 保護者 のア ン ケ
ー トで は 「適正規模で の 教育が可能 に

な っ た 」「友達が た くさ ん で きた な ど統合 して よか っ た」と い う意見が全体の 約 6割

（63．1％）を占め た とい う。 こ の た め建議 は ， 統合効果 を 「運 営費 が 3幇減 っ た だ け

で な く， 教育政策上 もメ リッ トが あ る」 と し て い る 。 だが ， 統合で 「通学踞離が 長

くな る」な どの 問題 もあるた め建議原案 は 「今後 の 割度設計 や教膏水準の 維持 に つ

い て 省庁横断的 に検討 を進め るべ きだ」 （『朝 口新聞』 2007年 5 月31日） と摺摘 し て

い る 。 ア ン ケー トの や り方 も問わ れ よう。 この ような一面の み の 財政効率論で な く

教育 ・地域社会住民 の幅広い 国民 的議論 を必 要 とし よ う 。

表 2　公 立小中学絞廃校登生数の 鑑移 ；

　　　1992 − 2006年度

i小 学 校 i中学校 講
　　参考

高等学狡等

1992年度 13642 178 11

93 10043 143 12

§4 三6  47 207 8

95 i2246 168 11

96 16343 206 19

97 1225   172 13
98 15347 200 萋7

99 12343 166 ユ8

200D 19951 250 15

01 22164 285 26

02 22768 295 45

03 27581 356 65

04 371118 489 81

05 31668 384 ？2

06 2窪570 3」5 103

計 2，9338813 ，＄14 516

出觝 二文科省文教施轂企 画部施 設 助成課
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　政府の教育再生 会議 も， 2007年に だ され た素案で は 「小 中学校適正 配置 と学校統

合の 推進」学校廃合で 効率化 と学校選 択制が だ され た とい うが
，

6 月第二 次報告案

に は明記 され て い な い （12月 の第三 次報告で は明示 された）。

　か つ て， 学校統合の 第 1段階の 町村合併後 の 「新市町村建設促進法」 1956年 6 月

で 促進 しよ うとした期は ， 新しい 行政圏に精神的結合を図 ろ うとする 自治庁の論理

で 出発 し ， 文部省 はあ わ て て 「学校統合の て びき」 を1957年 7月 に作成 ・後追 い 対

応 を行 っ た 。

　第 2段階の過疎法段 階で は ， 学校統合経費 の 3分の 2 を国庫負担 ・ 補助 とす る特

例 を定め
，

さ らに そ の 財源 に地方債の 発行 を特例 に認 めた 。 危険老 朽校舎へ の 補助

が 3分の 1 で あ っ たか ら財政上の 強力な推進策 とな っ た 。

　その 結果 ， 同盟体校 ・町長 リ コ ール な ど深刻 な地域紛争 を各地で 引 きお こ し ，
つ

い に 文部省は1973年 9月
“

新通達
”

「公立小・中学校の 統合に つ い て 」を出 し
， 無理

な統合要因 と して 財政負担 ・補助率問題が あ っ た と して ， その 後補助率の 差 をな く

した （1993年以降今 日過疎地域市町村 に お け る公立小 中学校の 統合補助率は ， 通常

が 2 分の 1 を 10分の 5．5と規定 し て い る）。

　過疎対策研究会編 『過疎対策 データ ブ ッ ク．i　2    6年 12月 ，
　 p，174に よ る と ， 過疎法

以 降の 統合校数 と校舎 ・屋 内運動場の 整備実績は 以下 の 通 り。

統合校数 校舎 ・屋 内運動場 の 整備実績

1970− 79年度 （緊急措置法） 1，049校 1，442，000 

1980− 89年度 （振興法） 383 724，483

1990− 99年度 〔活性化法） 173 387，096

2000− 06年度 （自立促進法 ） 156 314，077

計 1，761 2，867，756
　　　　　　　一

（文部省調 べ ）

　な お，廃校後既 存建物 の利用 は社会教育施設 （公 民館 ， 資料館 ， 生涯学習セ ン タ

ー等）， 社会体育施設 （ス ポーツ セ ン ター等）が 最 も多い が ， 自然体験型の宿泊施設

や 福祉施設 へ の 転用 ， 庁舎 ， 倉庫な ど の 活用 もみ ら れ る 。

　余裕教室 は ，
1993年時点で 全国で 約 5万室 ， その 後 の 発生 と合わ せ 累計 12．5万室 ，

1993−2005年累計 126
，
866教室が 発 生 して い る と文科省 は い う。

4 ．　 都 心 の 過 疎 ・ 千 代 田 区 の 学校統合 紛争

過疎農山村ばか りで な く， 都心 で も人 ロ ドーナ ツ 化現 象が 進み ， 夜間常住人 口 の

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 33
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過疎化 と少子 化 （東京都 の禽計特殊 出生率 は 2005年に 1．0  ， 渋谷区 は1998−2002年の

平 均で O．75）の ダブル 波 に よ っ て 都心の 児童 ・生徒数が激減 。 公立 （区立）小中学

校の 統廃合問題が 90年代に入 っ て 顕准化 し て きた 。

　都内23区児童生 徒数の 1980と2007年の実数推移 と指数 をみ よ う。 こ の わずか 27年

問に大方の 区が半数 をわ っ て い る。 （1980年区部 小学校児童数 は685，
填39人 が

，
2CG7

年 に 347，174人 に50．6％に ， 同区部中学校生徒数は286，471人が 133
，
071人 ，

46．5％ に ）

都心 3 区の み な らず ， 渋谷 ， 新宿， 豊島， 北 蔆な どは 4割に も瀁た な い 激減 を示 し
，

超長期 予測が 気 に な る と こ ろ で あ る 。 1997年頃か ら都心 へ の人 口 回帰 現 象が始 ま る

が ， 東 京都教育委 員会 に よ る と区部児童数 は 2002年 の 330，882人 が 2012年 に 353
，
649

入 へ
， 同生徒数 は137，453人が139，100入 との 楽観的す ぎる予測 であ る

（3｝
。

　千代 懣 区人 口 は 192  （大疋 9）年尋こ21．8万人 と多 く， 戦時中4 。4万入程に 減少す る

が 1950年に は 11万人 まで 回復 ， 55年 の 12．3万 人 を戦後 の ピ ーク と して ， その後 65年

9．3万 人 ，90年に 3．9万人 ， 20§5年 に 4．2万人 と変動 して い る。65歳以上 高齢化孫 は 1990

年に 15％， 05年 20．2％ と急速 に進 ん で い る 。

　これ に俸い 千代鑞 区児童数 は ， 1948庫に 8，36王万人 が55年の 12，728を ピー クに した

後，
200 年 に 2

，
411人 と減 っ て い る 。 そ の 後 2007年度に は2 ，854入 ， 生従数 も1948年

に3 ，272人 が 55年に6，
109人 ，

2000年に 1，160人 ， 07年732人 と近年の 人口 都心回帰で

若干 の 増加が 示 さ れ る程度で ある 。 （2台06年 3 揮小 学校卒業児童 の 私・国立大付属へ

の進学率は， 千代 田区は 最高の 39，5％ ， 都心 な どの 6 区が30％ を越 し， 全体で 平均

17．6％ ）

　統合案ので て くる 1992年時の 14小学校別の 児童数や減少率は ど うか 。 千代 田 区内

鍛小 学校の特色 は ， 学 区域外居住発塰飜合が 1990年 に 46．4％ と高い こ とで あ る 。 内

f区内居住者」 （区内の 通 学区域外 の 学校 に通学）は 4．2％ ， 「区内寄留者」（住民票の

み千代 田区に移 す）は 4．6％ ，
「区外居住者」 （実際上 ， 書類 も区外居住 し ， 教育委員

会 ど う しで 協議 し て両者の 承認が得 られ た場合の み 可 ）37，6％ で ， あわせ て 46％ も

の 高比 率 とな る。 名門校が 故 に市部や 他県 に またが る学区域外児童 を半数近 くだ き

こ んで も ，
か っ 1年生 が 3 ケ タ （10の人以上） に な る小学校はない

。

　さて この 千代田 区は
，
1986年 12月に公適配検討委員会 を設置 ， 90年 1 月 ， 公 共施

設適正 配置検討懇 談会 を発驀 。 翌 3 月区議会 に 公適配対策特別委員会を設 置，
6 月

懇談会 が最終報告 をま とめた 。

　 こ の 報皆に よ る と1991年現在の 14小学校 をすべ て 廃校 して 新 た な 8校を， 中学校
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に つ い て は 5 校すべ て廃校 して 3 校 に す る と い う構想で あ っ た 。 区 に い わせ れ ば「単

純 な統廃合で は廃校に な っ た地域 に 不満が残 る」 として現14校 ， 現 5校をす べ て廃

校の 上 ， すべ て の 学校 を新設 する とい う再編形式 を と っ た とい う。 そ して 跡地は 区

の 「人 口 5万人 回復策の
一

環」 として
， 区営住宅 や 区民施設 として 活用 して い くこ

とが 位置づ けられ た 。

　 しか しなが ら住民 か らみれ ば ， 入 口 回復の 糸 口 はなお み えて こ な い ばか りか 「地

域 の 実情 も考えずに 子供 の数合わ せ した だ けの 統廃合」だ との 強い 批判が 生 じた 。

　 1992年に入 り， 住民投票条例の制度 を求め る直接請求が住民 か ら区長 に 出され ，

（6，886人 の 請 求 に 必 要 な有 権者 の 50分 の 1 に あた る 706人 を ， 10倍近 く上 まわ っ

た ）， 区長選挙 ， 集団登校拒否 ， 行政訴訟 をも含む ， 大規模 な反対運動 へ と展開して

い っ た 。

　 1993年 3 月 ， 計 画は 実施 さ れ ， 永田町小 ， 小川小，西神 田小 な ど も廃校 され た 。

しか し96年に 5校 か ら 3校 に する 予定で あ っ た 中学校 の再編 は ， 小学校再編で あ ま

りに住民 との摩擦 を うみ す ぎた と い う反省が あ っ て か ， 長 くその まま とな っ た 。 よ

うや く2005年 3 月末に
一

橋 ・今川 ・練成の 3 中学校 が神 田
一

橋 中学校 に ， 2006年 3

月末に 九段中が九段 中等教育学校 と な っ た 。

　 こ の 千代 田区に 始 ま り
， 都心 の 人 口減 に伴 う学校統廃合 は

， 中央 ， 港 ， 新宿 ， 台

東 ， 北 ， 荒川 ， さ らに は隅田 ， 葛飾 へ も広が っ て い っ た 。 江東 区は 都心人 口 回帰で

2000年以降大型 マ ン シ ョ ン 増設で 人 口増 に直面 。 04年 1月 に マ ン シ ョ ン 規制 （建設

計画の 調整に 関す る）条例 を施行 ， 条例失効後 は 730 戸が増 え ， 2 小学校 の新設が

必要 と予測 され て い る の は例外 と い え よ う。 表 3 で み る よ うに 1989〜2007年 ま で の

18年問 に小学校が 205校 ， 中学校が 75校 ， 計280校 （統合校 157， 内新設 114， 吸収 43）

が統廃合 され て きた 。
こ の よ うに少子化段階は都心 を も含 め全 国的な教育構造上 の

大課題 と化 して い る 。

　 また多摩 ニ ュ
ー

タ ウ ン の よ うに 同
一

世代の 極端な 集中的人 口 流入 と い う
“

街 づ く

りの 誤算
”

として ，

“
児童 発生 率

”

が極端 に低 くな っ て い る 。 年齢構造 の バ ラ ン ス を

軽視 し ， 加 えて その 後の 少子高齢化 と い う人 口 学的要因が この ニ ュ
ータウ ン をお そ

い
， 人 口減社会 に お け る

“

都会の 憂 うつ
”

をか もし出 して い る
（4）

。

　 と こ ろで 千代田 区公共施設適正配置 （公適配）構想 の報告書 は本来 「小 中学校 を

コ ミュ ニ テ ィ再生 の 拠点 とす る」 と提案する もの で あ っ た 。 が ， 全体 の 3 分の 1 に

学校を減 らし残 る施設 を高層化 して ，
こ こ に子 供 を収容 す る と い う案に転 じ られて

し ま っ た 。
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表 3 　東京都公 立小 ・ 中学校統合 ・ 廃止 の

　　 状況 ；19S9・− 20U7mp　3 月末

小掌校 中 学校
年 3 月末

廃止 校 統合校 廃止 校 統合校

1989 3 2 2 1

go 6 3
91 5 2 2 ユ

92 6 4
93 2魯 11
94 4 3 2 1

95 5 4

96 10 5

97 12 § 6 3

98 6 4 7 3

99 12 6 4 2

20GO 9 5 2 工

¢1 19 11 7 逢

02 36 21 9 5

03 12 5 2 1

§4 8 7 5 3

5
倉

り

7

∩
UOO

9U

り
乙

2

圭

−

昏

27

1 つ
」

84U

1 ご
U

ρ
U2

壽 205 11s 75　 ．上 」
出所 ：東京都教育委 員会

　皮 肉な こ と に
， それ ら小学校舎は ， 1923〈大正 12）年の 関東大震災の 直後 に徹底

した耐震構造の 鉄筋 に つ くりか え られ て お り， 壊す の が 大変 で工 事費が か さむ 。 ま

た小 学校 に稚設 して 防火公翻 もつ くられ て い る。 災 害時 に 超高戀化 した 施設 よ リ コ

ミ ュ ニ テ ィ の 中の土の ある小学校が い か な る役割を果た しうる か も明 白で ある 。

　「そ うい う意味で
，
小 学校 を統廃合す る とい うの は，愚策な都市づ くり， 地域 を壊

す よ うな都市づ くりで して 東京 はず っ とその 方向に 進ん で きた」 との 奥田道大 （公

適配 審議会の 責任者 と して 区 と住民 との 間に た っ て 苦慮 した 都市社会学者）の 発言

は的確で ある
（5）

。

　深 刻な まで に 居住人 口 の減少 ， 児童生 従数 の縮小 化 ，
コ ミ ュ r テ ィ そ の もの の 崩

壌 の危機に さ らされ て い る都心の 中の学校は ， 確か に 今それ 自体が揺 らい で い る D

流出者が 多 く学区外就学比率 も高 い が ， しか しなが ら学校 は そ の ま ま地域社会 と深

くか か わ り続 け存立 して い る 。 学区を核 とした地域 社会の再編 ， 小学校 を地域社会

の 結びつ きの 中で ， 新た な役割を担 っ て い く中心 （セ ン ター） と して
， 積極的位置

づ け はで きない もの か 。 学 区を核 と した都市型 コ ミ ュ ニ テ ィ の 可能性 の 問題で もあ
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る 。

5 ．　 学校選択制度 と学区

　1997年 1月 ， 文部省 は局長名で
， 各都道府県教育委員会教育長宛 て に ， 「通学区域

制度の 弾力的運 営に つ い て 」の 通知 を行 っ た 。 そ の 1年 8 ヵ 月後 1998年 9 月の 中央

教育審議会答申で も ， 「小 ・中学校の 通学 区域の 設定や就学す る学校 の 指導等 に 当た

っ て は ， 学校選択 の機会を拡大 して い く観点か ら ， 保護者や 地域住民 の 意向に 十分

配慮 し ， 教育 の機会均等 に留意 しつ つ 地 域の 実情 に即 した弾力的運 用に努め る こ と」

と ， 再度確認 され た 。

　「通学 区域 の弾力化」 と は何か 。 自由化に 向けさ らに加速 され るの で あろ うか
。

　就学校 の 指定
一
児童 ・生徒 の 就学 すべ き学校 に つ い て は ， 学校教育法施行令で 市

町村教育委員会が 指定す る と規定 し て い る 。 そ の 際学校指定 が恣意 的に行 われ た り，

保護者 に い た ず ら に不公平感 を与 え た りする こ との な い よ う ， 通 常 ど こ の 市町村で

もあらか じ め 「通学 区域 」を設定 し ， こ の 通学 区域 に基 づ い て 学校 指定 を行 っ て い

る。 こ の 「通学 区域」 に つ い て 法令上 の定 め は な く， 道路 や河川 等の 地理 的状況 ，

地域社会が 作 られ て きた長 い 歴史的経緯や 住民感情等， そ れ ぞれ の 地域の 実態 を踏

ま え
， 各市町村教育委員会の判 断に 基 づ い て 設定 され て い る 。

　越境入学の 問題が背景 に あ り， 「区域外就学の 是正 」が ， 1953年 ， 1958年に通 達が

ださ れ るが ， 1986年以降 ， 「い じめ に よ り児童生 徒の 心身の安全が脅か され る よ うな

深刻な悩み を持 っ て い る な どの 場合」， 区域外就学が認 め られ る よ うに な る 。 1994・

5年 に も同類通知 が あい っ ぐが ，
い じめ を苦 に 自殺す る事例が 生 じ ， 逃げ場 を失 っ

た子供 を救済す る 目的や不登校 な どへ の 教育 的配慮が あっ た と い え よ うか 。

　 も と も と こ の 問題 は
， 臨時教育審議会 で 教育の 自由化の

一
環 と して 取 り上 げられ

た の が 発端で ， 審議 は 激 し く二 分 した と い う。 規制維持派 は 「通 学区域 は学校指定

が 恣意的 に行わ れ る こ とな く保護者に 不公平感 を与 え る こ との な い よ う地域 の 実情

に 関連 して 設定 さ れ定着 して い る 」と主張 。 他方 ， 規則緩和 の意見 は ， 「選 択の 自由

を認め な い こ とが ， 学校教育 の画
一

性 ， 硬直性 な どの
一

因で あ る と ともに ，
い じめ

等に 対す る対応 の 障害 に な っ て い る 。 保護者が子供 に受 け さ せ た い と思 う教育の 種

類を選択で き る権利 を認 め て い く必要が ある」 と。 保護者 の 学校選択 を保護 す る趣

旨に立 つ 学校選択制 は ， 行政改革委員会規制緩和小委員会 へ と議論が移 り， 蒸 し返

され る こ と と な っ た 。 1996年 ， 行政改革委員会規制緩和小委員会の 最終報告 は ， 右

の 臨時教育審議会第三 次答申を ほ ぼ踏襲 した 。 文部省の 「教育改革 プ U グ ラム 」 に
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「教育制度の 弾力化」の ため の施策 と して 「通学 区域 の弾力化」が うたわ れ る こ とに

な り， 岡時 に 県教委 に録 し， 検討 を促す通知が再びだ され る こ と とな っ た 。 これ を

受 けて 文部省 は 1997通知 に よ り，
い じめ ， 地理 的身体的理 由以 外の 事情に も学校を

変更で き る こ とを改め て確認 ， 全 国昏地 の学区変更の 輿 体例 を紹介す る冊子 （『通学

学区域調度 の運用 に 関する事傍剿 9．7， 2093， ◎2年度の 3回〉をだ した 。

　北海道や八 王 子市の 例が ある が ， 申教審の 筈申 を受 け ， 今後都市部で 学校選 択制

が ど う広が る か 。 都毒 の 流勳性 ， 開放性 か ら従来 の ような町内会 ， 自治会の 区翻 り

を基礎 とした ， 厳格な通学区の設定 ， 運用で は もはや この変革期 を乗 りきれ な い と

い うの か。 「通 学 隊 は昔 の 農村 を基 盤 に して お り， 実清 に 合わ な い 」とは た して い い

きれ るの か
。 親が子供 の 学校を選 ぶ権利 を拡大 す る こ とは

，
はた して ユ ネ ス コ な ど

世界の 趨勢か 。 筆者 に は疑 問が多 い 。

　経済隱友会 は，
1995年 4 月 ， 社会経済生産性本部社会政策特別委員会 も， 19§8年

7 月に 学区制の 廃止， 学校選択制 を後押 しした 。
こ の よ うな教育改革の 動 きの 中で ，

地域未端で は
， 制度の 全体像が わ か らぬ ま ま に ， うず に巻 き こ まれ混乱 しな い か 。

い や す で に こ の 混乱 は始 ま っ た
 

。

　足立 区立擁原小学校 は
，
1997年 2 月 ， 入学予定の 42入 の ほ とん どが隣接学区 （詣

定校外〉 へ の 入 学 を希望 す る事態が生 じ， 学 区内入学 は うち 7 入だ け とな っ て しま

っ た 。 こ の学校 が統廃合 され る との うわ さが飛び か い
， 区教委 は町内会 に協力を要

請 して 必死 の 引き密め工 作 に あた っ た が ， わ れ もわれ も となだれ を う っ た とい う。

多 くの 場合 ， 親 は目先の こ との み 考 えや すい
。

　足立 区で入学先変更 は，
1995年度 1

，
000人 ， 96年度 1，ioO人 ， 97年度 1，35◎人 ， 98年

度1
，300人 と拡大， 98年度で 小学校 11％ ， 中学校 14％の 新 1年生 が ， 区教委か ら指示

され た学校 とは別 の学校 に進 ん だ と い う。 大田 区に も1998年度 840人 ， 97年度90C人 ，

98年度 1，000人 と広が っ た 。

　い ずれ にせ よ ， きちん と した シ ス テ ム 化が未完成 の 段階で ， あ い まい の ま ま導入

され た制度で あ り， 深劾な地域の 分断 をひ き お こ しか ね な い
。

こ の学校選択化の 動

きは ， 同
一市町村， 学校設置主体 内に 限 っ て い る と は い え ， 学校が 1 つ しか ない 小

規摸農村で は ど うな るか
。 選択を求め て 甫町村合併 へ と揺 さ ぶ りか ね な い

。 都会 で

い き場 の な くな っ た子供 へ の い じめ対策 と して
， 教育 の 市場化 ， 私事化 の

一
環 とい

うぷ ， 登 校矩否の減につ なが るの か
。 名 門志洶の弊害 を懸念 しつ つ ， これ で 学校 の

“

荒れ
”

や大都市で 進 む公立離れ に 歯止 め がか か るの か 。

　「教委 が 住民 との意見交換 を開き ， どの学校 を廃止 し ， どれ を残す か を統廃合後の
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通学 区域 の線引 きと合わ せ て 話 し合 う仕組み を導入 」 と い うが ， 文部省 の 真の 意図

は ， 今後少子化段 階を迎 え ， 全国的に 進むで あ ろ う学校統廃合を住民 自らが選択実

施 させ よ う と い う隠れ た ね らい は な い か 。 地域 と学校 との 関係 ・ 連携を長い 間問 い

続けて きた教育関係者 ， と りわ け教育社会学的視点か らみ れ ば ， 教育格差 を広げ地

域社会 を根 こそ ぎ崩 し ，

一
瞬の 土 台つ き くず し と も受 け と りか ね ない と筆者 は前掲

拙著 の 1999年刊行 （注 2 参照）で 記 した 。

　「（異な る学校）に 子供 を通わ せ る親 た ち は ， 今後同 じ地域 に住 んで い て も PTA の

活動 を
一

緒に す る こ と もな けれ ば ， 子 供 の学校 を よ くす るた め に集 ま り， 種々 の 工

夫や活動 をす る こ と もな くな る 。 さ らに は各種の 学校行事で 顔 を合 わせ
， 子 供の 活

動と成長を と もに 喜ぶ と い うこ と もな くな る 。 同 じ学校 に通 っ て い るか ら こそ，同

じ空聞で 生活 の 大半を過 ご して い るか ら こ そ ， と き に は い が み 合 っ た り対立 した り

しなが らも ， 仲間 を作 り， 共通 の経験 を積み上 げ， 共通 の 思い 出 と愛着 を育 んで い

くの で あ る 。

……学校は地域の 人び と に と っ て 共同性 の基 盤 ， 共生 的生活圏の 核 と

して 存在 して い る 。 」

　義務教育段階で も市場原 理 の 導入 が 公 然 と と られ ， 学校選択の 自由を認め ， 消費

者主催の対象 として 再編して い こ うとする考 え方が は らむ問題 は何か ， 「学校 と子 供

の 生活 を地域社会か ら引 き離 し ， 地域社会の 活力基盤 をます ます脆弱 に して い く。

そ して それ は子供 の 生活 に はね か え っ て い く。 や せ 衰 えた地域社会 は家族の 孤立化

を促進 し ， 子 供 の 生活 を家庭 と学校 の 環 の 中に 封 じ こ めて い く」 と藤 田英 典 はい

う
 

。

　 こ の よ うな教 育改革 の動 きの
一

つ と して ， 学 区 ， 学校統廃合 は ， 地域 と教育 を考

え る上 で 恰好 の 材料 を提供 し て くれ る 。 公立小 ・中学校の こ の 学 区 ， 学校統廃合問

題 は ， 教育 の社会的基底 として ， また人 口 問題 と教育政策 か らして も， 今大 きな国

民 的争点 と化 して い る 。

6 ．　 結 び

　明治以 来 ， 全 国津々 に建設 され ， 最 も普遍的 に し て か つ 質の 高 い 社会資本 として

の 学校施設 ， しか もそれ は人 的教育組織もか か え， 日本人 に と っ て 地域社会 とそ こ

に生 き る人 々 をつ な ぐ
“

心 の糸
”

に な るシ ン ボル 的意義を もっ て い る 。

　国民の 教育水 準の 向上 ， 地域 に お ける教 育社会学 的 な視点 ， また コ ミ ュ ニ テ ィ形

成 と い う国土地域政策の 視点か ら今後 ど の よ うな原則で統廃合 を とら え ， 学区 を契

機 とした コ ミ ュ ニ テ ィ づ くりを し て い っ た らよ い の か 。 全 国各地 で厳 し く血 の 雨 を
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降 らせ た
“

オ ラが学校
”

残せ の紛争は ， 今後に どの よ うな教訓 を残 した か 。 第三 次

全 国総食 開発計画で は ， 学 区は コ ミ ュ ニ テ ィ の 戦略的 ・具体的範域 として ， 行政 的

に も利用 され た 。

　地 域の シ ン ボル の 学校 に対 す る人 々の 感情 は強 く， 廃校 は建物が 消える とい う以

上 に ， 彎に見 え ない 心理 的な影響 を住民 に与 え る 。 子供の 教育 さ えで きな くな っ た ，

もう何 をや っ て もだめ だ 一一あ き らめ の 気持か ら地域か ら去 る人が増 える ， 過疎化

の 悪循環が生 じ て きた 。

　む しろ地域住民 の共有財産 として の学校の 重み を見 直 し，
コ ミ ュ ニ テ ィ再生の 核

に位 置づ け る こ と， それ が嵐 の よ うな統廃合 紛争 の 歴 史か ら くみ と る教訓で あ る と

考え る
。

　筆者 は ， 地域教育社会学 を学 ぶ 者 と して ， 学校選択制 はか ね がね 地域 と学校 との

一
瞬の 土台 つ き くず し で あ り， 学校統廃合を住民 自 ら に 選択実施 さ せ よ うとす る隠

れ た ね らい を危惧 して きた
。 くりか えす が

， 学校は地域の 人々 に と っ て 共同性の 基

盤 ， 共生的生活 圏の 核 と して 存在 す る 。 こ こ まで き た か とい う感 をぬ ぐい きれ な い

が ， 廃校校舎の リニ ュ
ーアル 化が 地域住民 の 心 の す き まを埋 め て くれ る と は期待 し

に くい
。

　地方 自治体 の財政危機，限界集落 な どが問わ れて い るい ま ， 明治以来の 知的財産

として の 学校を財政的効率論 の みで消滅 の ままに させ てい っ て よい の か 疑闘で な ら

な い
。

い くっ か の 霞治体 が村立 の 学校 を手放 し隣村 に依託 した と い う報道に 驚 く。

生活の 質 と社会資本の問題で もある
〔8）

。

〈注〉

（1） 国立社会保障 ・人 口 問題蟹究所 　第 13回 出生動 向墓本調査躍 結婚 と出産 に 関す

　る全 国調査 ， 夫婦調査』2005年 6月実施 に よ る と ， 予 定子供数が 理想子供数 を下

　回る理 由は 「子 脊て や教育に お 金が か か りす ぎる か ら」が 65．9％ （複数園答） と

　最多で集中し， 「自分の 仕事に 差 し支 えるか ら i17．5％な どを ぬ い て い る 。

（2｝ 若林敬子 『学校統廃合の 社会 的研究』御茶の 水書房 ， 1999年 を参照 され た い 。

　　その 後 ， 若林敬子 r学校統合 と入 口 問題」澤季刊 ・文教施設 ヨ12号 ，
20¢ 3年秋号

　文教施設協会 ， pp．21−29， 2003年ユ0月。

　　若林敬子 「今後の 18歳人 口 の趨 勢 と留学生 の動 向」全国大学生活協同組合連合

　会 『大学生協論研究会答申，
21世紀の 大学生協の 革新jpp．27−・43

，
2003年が あ

　 る。
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（3） 東京都教育委員会 『平成19年度教育人 口等推計報告書』調査統計資料第577号。

（4） 千代 田 区統廃合紛争 の後 は ， 125年の 歴史 を もつ 港区飯倉小学校 で 2003年 12月廃

　校 を可 決，
に 2004年 3 月廃校児童数37人 で 発 生 した 。

　　文京区は ，
2008年度か ら10年間か けて 20の 小学校を13に

，
11の 中学校を 8 に そ

　れ ぞれ統廃合 な どに よ り減 らす案で あっ たが ， 07年 10月に凍結 した 、 十分な説明

　が な い ま ま 区教委が進 め た と して 住民が 強 く反対 した た め で ， 代 わ りに小中学校

　の 将来 ビ ジ ョ ン に つ い て
， 協議会 を設 け

一
か ら見直す と い う。

　　都心23区か ら始 り郊外 に
，
05年大島，

2007年 に 八 丈島 も入 る ように な る 。

　　八丈小島が 1969年 に無人化 した契機は学校廃校で あっ た こ とが よ く知 られ て い

　 る 。

（5＞ 奥 田道大 『都市 と地域の 文脈 を求め て
一21世紀シ ス テ ム と して の 都市社会学』有

　信 堂 ， 1993年の あ とが き ， pp．231−233を参照 （上 記注 2 の 拙 著 p．111−112に 引

　 用 ）。

（6） 文部科学省初等中等教 育局教育制度改革室 は ，
2004年11月 1 凵現在で

， 学校選

　択制に つ い て全 国3，051の 市町村す べ て を対象に 調査 を実施 ，
2005年 3月 ， 結果 を

　 発表 した 。

　　区域内 1 校 しか ない の は
， 選択の 余地が ない の で

， 分母数か ら除き
， 小学校で

　 2校以上 あ る 自治体 は2，576，
こ の8．8％ に あた る227自治体が 学校選択制 を導入 ，

　 中学校で は 2校以 上 ，
1，448自治体で ／1．1％ の 161自治体が選 択制 を実施 して い る 。

　東京都内で の 導入 が 最 も多 く， 小 学校で は全体の 3分の 1 に あた る 19自治体 ， 中

　学校で半数近 い 26自治体で導入 （埼玉 14， 茨城 6 ， 広島 5 ， 神奈川 4 と続 く）。
一

　方で全 く導入 して い な い の は宮城 ， 大阪 ， 佐賀， 熊本 の 4府県で あ っ た 。

　　東京都をみ る と200 年度品川 区小 学校に 始 ま D ，
01年度豊島 ・ 日野市 ，

02年度

　足立 ・江東 ・杉並 ・墨田 ・荒川 ， 03年度千代 田 ， 港 ， 文京 ， 台東 ， 目黒 ， 葛飾 ，

　江 戸 川 ， 多摩市， 西 東京 市 と広が っ た 。 04年度 は中央
・
新宿 ・板橋 ・渋 谷 ， 05年

　度は練馬が 加わ り，
23区中の 19区に お よぶ

。

（7） 藤田英 典 『教育改革
一

共生 自体の 学校づ く り』岩波新書，
1997年 ， は じめ に 。

　　藤田英典 「擬似市場的な教育制度構想 の 特徴 と問題点」日本教育社会 学会編
卩
教

　育社会学研究』第72集， 2003年 。

（8） 若 林敬 子 「超長期 ビ ジ ョ ン と人 口 の特性」環境省 『2050年超長期 ビ ジ ョ ン検討

　会報告書』2007年12月参照 。

41

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The  JapanSociety  ofEducational  Sociology

ABSTRACT

        Tke  ReorgaRizatien ef  Seheel Distrlcts altd  tke

                        Population  Issue

                     WAKABAYASHI,  Keiko

(Tokyo University ef  Agriculture and  Technology)

  As  we  look into the future of  Japan from the viewpoint  of  education  policy,

one  critical  issue is tihe ckanging  compositiofi  of  the country's  populatioxx. The

advent  of  an  aging  society  combined  with  a low birthrate has had  a  prolonged

and  serious  impact on  Japan's entire  education  system.  This paper, based  on  a

full reflection  oR  the history oi  the reorganization  of  schoo}  districts carried  out

throughout Japan in the postwar  period, airns  to provide a comprehensive

analys{s  oi  the relationship  between education  policy and  the  populatien issue.

  The main  body of this paper  consists  of  the following five parts. The  first

intreduces the background of  the study. The  second  depicts changes  in the

school-age  population and  projections into the future. The three phases of  the

reorganization  of  school  clistricts, namely  the municipal  reorganization  (cho-son

gappei) phase, the phase of extreme  population deciine (kasoka) andi  the low

binhrate phase, are  describecl, and  detailed analyses  are  conducted  regarding

these three pkases.  The fourth part, 
'uslng

 Chiyoda  Ward, Tokyo  as  aR  example,

analyzes  conflicts  concerning  the reorganization  of  school  districts in ¢ entral

urban  areas.  The fifth par･ t is an  analysis  of  the 
"school

 selection  system"  and

school  districts.

  Based  on  the analyses,  the following cencluslons  are  drawn. The  school

institution, as  one  of  the most  popular  and  high-quality forms of  social  capital,  ,

has since  the Meiji era  become a  symbol  connecting  individual residents  living in

local corr}m:nities.  However, many  scheol  dl$trlcts have  been destroyed during

the process of  reorganization  and  the only  cri'teria  for closing  a  particular school

is tke lack of  finaficial efficiency.  The educatlon  policy and  population issue are

closely  interrelated, and  the decision to clese  scheols  has caused  great damage

to !ocal communities.
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